
 
 

 
 

 

 

平成 25 年 12 月 13 日   

 

 

特別の法律により設立される民間法人等の 

指導監督に関する行政評価・監視 

＜調査結果に基づく勧告＞ 
 

 

総務省では、特別の法律に基づき設立され、国の行政の代行的・補完的

業務を行っている民間法人等について、その全体像を明らかにしつつ、運

営の適正性・透明性の一層の確保を図る観点から、これらの法人の事務・

事業運営の状況、関係府省による指導監督などの関与の状況等を調査し、

その結果を取りまとめ、必要な改善措置について勧告することとしました

ので公表します。 

【本件連絡先】 

総務省行政評価局 財務、経済産業等担当室 

 担 当：中山、市川、宮本、服部、小林、山田 

 電 話：03－5253－5433（直通） 

 ＦＡＸ：03－5253－5436 

E-mail：https://www.soumu.go.jp/hyouka/i-hyouka-form.html 

※ 結果報告書等は、総務省ホームページに掲載しています。

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/hyouka_kansi_n/ketsuka.html



特別の法律により設立される民間法人等の指導監督に関する行政評価・監視の結果に基づく勧告（概要）

実態解明編

１ 全体像
・ 事務・事業の概要

・ 財務の概要

・ 組織の概要

・ 情報公開の概要

・ 国の関与等の概要

２ 詳細 ⇒ 法人別個表

① 指導監督基準に沿った法人運営の徹底

問題提起編（勧告）

② 内部留保の適正性・透明性確保

③ 手数料の適正性・透明性確保

相互に関連

④ ディスクロージャーの推進

国の行政の一翼

を担う特別民間

法人等の適正性･

透明性の確保

信頼性の高い

行政の実現

特別民間法人等

への理解の促進

透明性の
確保

ガバナンスの
徹底

国民負担の
低減

指導監督基準（注）の対象とされている49法人（特別の法律に基づき設立され国の行政の代行的・
補完的業務を実施）

（Ｐ４参照）
（注）「特別の法律により設立される民間法人の運営に関する指導監督基準」（H14.４.26閣議決定）：37法人

「特別の法律により設立される法人の運営に関する指導監督基準」（H18.８.15閣議決定）：12法人

調査対象 勧告日：平成25年12月13日
勧告先（９府省）：国家公安委員会（警察庁）、金融庁、

総務省､法務省､財務省､厚生労働省､
農林水産省､経済産業省､国土交通省

－１－

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/80595.html#hokokusho3


１ 特別民間法人等の全体像

0人

10法人

（20.4%）

1人

5法人

（10.2%）

2人

8法人

（16.3%）

3人

7法人

（14.3%）

4人

7法人

（14.3%）

5人～

12法人

（24.5%）

○ 常勤役員（監査役員含む）規模別法人数

1～49人

24法人

（49.0%）

50～99人

6法人

（12.2%）

100～499人
14法人

（28.6%）

500～999人
2法人

（4.1%）
1,000人～

3法人

（6.1%）

○ 常勤職員規模別法人数

～10億円

16法人

（32.7%）

10億円～

50億円

10法人

（20.4%）

50億円～

100億円

7法人

（14.3%）

100億円～

500億円

12法人

（24.5%）

500億円～

１千億円

2法人

（4.1%）

１千億円～

１兆円

1法人

（2.0%）

１兆円～

1法人

（2.0%）

○ 純資産額規模別法人数

区 分

検
査
・検
定

災
害
防
止

士
業
団
体

年
金
・
保
険
・

共
済

事
業
者
団
体

投
資
育
成

そ
の
他

合

計

法人数 ６ ７ ８ ８ 11 ３ ６ 49

国
の
関
与

設
立

政府設立 ３ ０ ０ １ ０ ３ ２ ９

認可 ３ ７ １ ６ 11 ０ ４ 32

定款認可 ０ ０ ７ １ ０ ０ ０ ８

理事長任命の
認可 ６ ０ ０ ２ ０ ３ ４ 15

予算統制
（認可､届出等） ６ １ ４ ６ ３ ３ ４ 27

決算統制
（承認､提出等） ６ ７ ４ ７ ８ ３ ４ 39

みなし公務員 ６ ０ ２ ４ １ ０ ３ 16

守秘義務 ４ ７ ２ １ ３ ０ ３ 20

法人税減免 ６ ７ ８ ８ 10 ０ ５ 44

補
助
金
等

事務費補助 ０ ７ ０ ２ ３ ０ ２ 14

第三者分配 ０ ０ ０ ３ ７ ０ ０ 10

負担金 ０ ０ ０ ４ １ ０ ０ ５

その他 ０ ０ ０ ２ ８ ０ ３ 13

委託費 １ ２ １ ０ ４ ０ １ ９

○ 業務類型別概況

～10億円

8法人

（16.3%）

10億円～

50億円

18法人

（36.7%）50億円～

100億円

7法人

（14.3%）

100億円～

500億円

9法人

（18.4%）

500億円～

１千億円

2法人

（4.1%）

１千億円～

１兆円

4法人

（8.2%）

１兆円～

1法人

（2.0%）

○ 年間収入額規模別法人数

全体：約23兆7,000億円

※ 政府出資を受けている法人はない。
※ 設立時期・経緯、旧法人形態、民間法人化の時期等も様々

（注）H24.12.1現在。ただし、財務に関するデータは、H23年度ベース

（単位：法人）

全体：約４兆2,000億円

全体：15,379人全体：157人

－２－

全体像：結果報告書Ｐ２～65、法人別個表：結果報告書第３

http://www.soumu.go.jp/main_content/000263744.pdf
http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/80595.html#hokokusho3


○ 指導監督基準に沿った法人運営の徹底

・ 基準該当性の明確化

・ 基準適合の徹底

勧告①

○ 内部留保の適正性・透明性確保

・ 積立金等の計上ルールの明確化

・ 積立金等の在り方・規模の見直し

勧告①

○ ディスクロージャーの推進

・ 附属明細書の作成・公開規定の整備

勧告③

○ 手数料の適正性・透明性確保

・ 算定根拠の明確化

・ 手数料の定期的見直しの仕組みの整備

・ 手数料の引下げ等の見直し

勧告②

２ 主な勧告事項と調査結果

(1) 指導監督基準に沿った法人運営の徹底

(2) 法人運営の適正化の推進

○ 附属明細書が未作成（15法人）、未公開（20法人）

調査結果③

（検査･検定等の手数料を源泉とする積立金等の性質・規模を勘案し抽出した
９法人19種類のうち）

○ 計上ルール（目的、目標額、積立ての考え方）が不明確：７法人13種類

○ 取崩実績ゼロ、目標額不明確な多額積立金等、見直しが必要なもの：

６法人10種類

調査結果①

（検査･検定等の手数料の額の決定について国の関与が強いもの20法人171件のうち）

○ 算定根拠が不明確：17法人165件

○ 過去10年以上見直しなし：10法人81件

○ 多額の純資産や見直しが必要な積立金等の源泉となっている手数料：

６法人111件

調査結果②

（指導監督の状況が公表されている37法人1,329事項のうち）

○ 例外や運用の幅により、基準該当性が不明確なまま「基準非該当」、

「基準未適合」とされているもの：22法人42事項

調査結果①

結果報告書Ｐ82、83、図表Ⅱ－１－１（Ｐ85～90）

図表Ⅱ－２－４（Ｐ103）

図表Ⅱ－２－５（Ｐ112）

図表Ⅱ－２－９（Ｐ157～160）、図表Ⅱ－２－６（Ｐ128）

図表Ⅱ－２－11（Ｐ166）

結果報告書Ｐ95～98

－３－

結果報告書Ｐ83～

結果報告書Ｐ98～

結果報告書Ｐ163～

結果報告書Ｐ109～、Ｐ156

結果報告書Ｐ76～

結果報告書Ｐ92～

結果報告書Ｐ104～、Ｐ154～

結果報告書Ｐ161～

相互に関連

http://www.soumu.go.jp/main_content/000263746.pdf#page=8
http://www.soumu.go.jp/main_content/000263746.pdf
http://www.soumu.go.jp/main_content/000263746.pdf#page=10
http://www.soumu.go.jp/main_content/000263747.pdf#page=7
http://www.soumu.go.jp/main_content/000263747.pdf
http://www.soumu.go.jp/main_content/000263747.pdf#page=12
http://www.soumu.go.jp/main_content/000263747.pdf#page=4
http://www.soumu.go.jp/main_content/000263748.pdf#page=6
http://www.soumu.go.jp/main_content/000263748.pdf#page=53
http://www.soumu.go.jp/main_content/000263748.pdf
http://www.soumu.go.jp/main_content/000263748.pdf#page=51
http://www.soumu.go.jp/main_content/000263748.pdf#page=9
http://www.soumu.go.jp/main_content/000263748.pdf#page=54
http://www.soumu.go.jp/main_content/000263748.pdf#page=25
http://www.soumu.go.jp/main_content/000263749.pdf
http://www.soumu.go.jp/main_content/000263749.pdf#page=6
http://www.soumu.go.jp/main_content/000263749.pdf#page=3
http://www.soumu.go.jp/main_content/000263746.pdf#page=7


特
別
の
法
律
に
よ
り
設
立
さ
れ
る
民
間
法
人
等
一
覧
 

№
 
法
人
 

類
型
 

区
分
 

法
人
名
 

所
管
府
省
 

設
立
年
月
日
 

旧
形
態
 

民
間
法
人
化
年
月
日
 

1 

特別民間法人 

検
査
・
検
定
 

日
本
消
防
検
定
協
会
 

総
務
省
 

昭
和

38
年

10
月
１
日
 
特
殊
法
人
 

昭
和

62
年
１
月
１
日
 

2 
危
険
物
保
安
技
術
協
会
 

総
務
省
 

昭
和

51
年

11
月

10
日
 
認
可
法
人
 

昭
和

62
年
１
月
１
日
 

3 
高
圧
ガ
ス
保
安
協
会
 

経
済
産
業
省
 
昭
和

38
年

12
月

20
日
 
特
殊
法
人
 

昭
和

61
年

10
月
１
日
 

4 
日
本
電
気
計
器
検
定
所
 

経
済
産
業
省
 
昭
和

39
年

12
月

28
日
 
特
殊
法
人
 

昭
和

61
年

10
月
１
日
 

5 
軽
自
動
車
検
査
協
会
 

国
土
交
通
省
 
昭
和

47
年
８
月

24
日
 
認
可
法
人
 

昭
和

62
年

10
月
１
日
 

6 
日
本
小
型
船
舶
検
査
機
構
 

国
土
交
通
省
 
昭
和

49
年
１
月

28
日
 
認
可
法
人
 

昭
和

62
年

10
月
１
日
 

7 

災
害
防
止
 

建
設
業
労
働
災
害
防
止
協
会
 

厚
生
労
働
省
 

昭
和

39
年
９
月
１
日
 

認
可
法
人
 

平
成
元
年
７
月

18
日
 

8 
陸
上
貨
物
運
送
事
業
労
働
災
害
防
止
協
会
 
厚
生
労
働
省
 
昭
和

39
年
８
月

15
日
 
認
可
法
人
 

平
成
元
年
７
月

18
日
 

9 
林
業
・
木
材
製
造
業
労
働
災
害
防
止
協
会
 
厚
生
労
働
省
 

昭
和

39
年
９
月
１
日
 

認
可
法
人
 

平
成
元
年
７
月

18
日
 

10 
港
湾
貨
物
運
送
事
業
労
働
災
害
防
止
協
会
 
厚
生
労
働
省
 

昭
和

39
年
９
月
１
日
 

認
可
法
人
 

平
成
元
年
７
月

18
日
 

11 
鉱
業
労
働
災
害
防
止
協
会
 

厚
生
労
働
省
 
昭
和

39
年

10
月
１
日
 
認
可
法
人
 

平
成
元
年
７
月

18
日
 

12 
中
央
労
働
災
害
防
止
協
会
 

厚
生
労
働
省
 

昭
和

39
年
８
月
１
日
 

認
可
法
人
 

平
成

12
年
６
月

19
日
 

13 

士
業
団
体
 

日
本
公
認
会
計
士
協
会
 

金
融
庁
 

昭
和

24
年

10
月

22
日
 
認
可
法
人
 

平
成

16
年
４
月
１
日
 

14 
日
本
行
政
書
士
会
連
合
会
 

総
務
省
 

昭
和

28
年
２
月

22
日
 
認
可
法
人
 

平
成

15
年
３
月
４
日
 

15 
日
本
司
法
書
士
会
連
合
会
 

法
務
省
 

昭
和
２
年

11
月
６
日
 

認
可
法
人
 

平
成

14
年

12
月

19
日
 

16 
日
本
土
地
家
屋
調
査
士
会
連
合
会
 

法
務
省
 

昭
和

25
年

11
月

13
日
 
認
可
法
人
 

平
成

15
年
８
月
１
日
 

17 
日
本
税
理
士
会
連
合
会
 

財
務
省
 

昭
和

26
年

12
月
８
日
 
認
可
法
人
 

平
成

14
年

10
月

29
日
 

18 
全
国
社
会
保
険
労
務
士
会
連
合
会
 

厚
生
労
働
省
 
昭
和

53
年

12
月

27
日
 
認
可
法
人
 

平
成

15
年
３
月

31
日
 

19 
日
本
弁
理
士
会
 

経
済
産
業
省
 

大
正

11
年
５
月
５
日
 

認
可
法
人
 

平
成

14
年
８
月

29
日
 

20 
日
本
水
先
人
会
連
合
会
 

国
土
交
通
省
 

平
成

19
年
４
月
３
日
 

－
 

平
成

19
年
４
月
３
日
 

21 

年
金
・
保
険
・

共
済
 

消
防
団
員
等
公
務
災
害
補
償
等
共
済
基
金
 

総
務
省
 

昭
和

31
年

11
月

20
日
 
特
殊
法
人
 

平
成
９
年
４
月
１
日
 

22 
企
業
年
金
連
合
会
 

厚
生
労
働
省
 
昭
和

42
年
２
月

10
日
 
認
可
法
人
 

平
成

14
年
４
月
１
日
 

23 
石
炭
鉱
業
年
金
基
金
 

厚
生
労
働
省
 
昭
和

42
年

10
月
２
日
 
認
可
法
人
 

平
成

14
年

12
月

13
日
 

24 
漁
船
保
険
中
央
会
 

農
林
水
産
省
 
昭
和

28
年
１
月

20
日
 
認
可
法
人
 

平
成

14
年
４
月
１
日
 

25 
全
国
漁
業
共
済
組
合
連
合
会
 

農
林
水
産
省
 
昭
和

39
年

10
月

19
日
 
認
可
法
人
 

平
成

14
年
４
月
１
日
 

26 

事
業
者
団
体
 

全
国
農
業
会
議
所
 

農
林
水
産
省
 
昭
和

29
年

11
月

11
日
 
認
可
法
人
 

平
成

14
年
４
月
１
日
 

27 
全
国
農
業
協
同
組
合
中
央
会
 

農
林
水
産
省
 
昭
和

29
年

11
月

29
日
 
認
可
法
人
 

平
成

14
年
４
月
１
日
 

28 
日
本
商
工
会
議
所
 

経
済
産
業
省
 
大
正

11
年
６
月

29
日
 
認
可
法
人
 

平
成

14
年
４
月
１
日
 

29 
全
国
商
工
会
連
合
会
 

経
済
産
業
省
 
昭
和

37
年
２
月

21
日
 
認
可
法
人
 

平
成

14
年
４
月
１
日
 

30 
全
国
中
小
企
業
団
体
中
央
会
 

経
済
産
業
省
 
昭
和

31
年
４
月

10
日
 
認
可
法
人
 

平
成

17
年
４
月
１
日
 

31 

投
資
育
成
 

東
京
中
小
企
業
投
資
育
成
株
式
会
社
 

経
済
産
業
省
 
昭
和

38
年

11
月

15
日
 
特
殊
法
人
 

昭
和

61
年
７
月
１
日
 

32 
名
古
屋
中
小
企
業
投
資
育
成
株
式
会
社
 

経
済
産
業
省
 
昭
和

38
年

11
月

18
日
 
特
殊
法
人
 

昭
和

61
年
７
月
１
日
 

33 
大
阪
中
小
企
業
投
資
育
成
株
式
会
社
 

経
済
産
業
省
 
昭
和

38
年

11
月

20
日
 
特
殊
法
人
 

昭
和

61
年
７
月
１
日
 

34 

そ
の
他
 

自
動
車
安
全
運
転
セ
ン
タ
―
 

警
察
庁
 

昭
和

50
年

10
月

16
日
 
認
可
法
人
 

平
成

15
年

10
月
１
日
 

35 
社
会
保
険
診
療
報
酬
支
払
基
金
 

厚
生
労
働
省
 

昭
和

23
年
９
月
１
日
 

特
殊
法
人
 

平
成

15
年

10
月
１
日
 

36 
中
央
職
業
能
力
開
発
協
会
 

厚
生
労
働
省
 

昭
和

54
年
７
月
１
日
 

認
可
法
人
 

平
成

10
年
７
月

31
日
 

37 
農
林
中
央
金
庫
 

農
林
水
産
省
 
大
正

12
年

12
月

20
日
 
特
殊
法
人
 

昭
和

61
年
９
月
８
日
 

38 

特別法人 

災
害
防
止
 

船
員
災
害
防
止
協
会
 

厚
生
労
働
省
 

国
土
交
通
省
 
昭
和

42
年

10
月

31
日
 

－
 

－
 

39 
年
金
・
保
険
・

共
済
 

生
命
保
険
契
約
者
保
護
機
構
 

金
融
庁
 

平
成

10
年

12
月
１
日
 

－
 

－
 

40 
健
康
保
険
組
合
連
合
会
 

厚
生
労
働
省
 

昭
和

18
年
５
月
６
日
 

－
 

－
 

41 
国
民
年
金
基
金
連
合
会
 

厚
生
労
働
省
 

平
成
３
年
５
月

30
日
 

－
 

－
 

42 

事
業
者
団
体
 

日
本
証
券
業
協
会
 

金
融
庁
 

昭
和

48
年
７
月
１
日
 

－
 

－
 

43 
日
本
貸
金
業
協
会
 

金
融
庁
 

平
成

19
年

12
月

19
日
 

－
 

－
 

44 
全
国
土
地
改
良
事
業
団
体
連
合
会
 

農
林
水
産
省
 
昭
和

33
年
８
月

19
日
 

－
 

－
 

45 
全
国
食
肉
業
務
用
卸
協
同
組
合
連
合
会
 

農
林
水
産
省
 

昭
和

56
年
５
月
１
日
 

－
 

－
 

46 
日
本
商
品
先
物
取
引
協
会
 

農
林
水
産
省
 

経
済
産
業
省
 

平
成

11
年
４
月
１
日
 

－
 

－
 

47 
全
国
石
油
商
業
組
合
連
合
会
 

経
済
産
業
省
 
昭
和

38
年

11
月

20
日
 

－
 

－
 

48 
そ
の
他
 

損
害
保
険
料
率
算
出
機
構
 

金
融
庁
 

昭
和

39
年
１
月
８
日
 

－
 

－
 

49 
原
子
力
発
電
環
境
整
備
機
構
 

経
済
産
業
省
 
平
成

12
年

10
月

18
日
 

－
 

－
 

（
注
）
当
省
の
調
査
結
果
に
よ
る
。
 

－４－ 


